













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Spiegel）著“The Development of Economic Thought”（1952）という
経済思想史の訳書（全５冊）も東洋経済新報社から出版されており（21
－22頁）、連合学会はきわめてアクティブな活動を展開していたのであ
る。
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四大学連合学会は、以上のような特別行事を行っていた。これらにく
わえて、専門分野別の研究会・部会による活動が行われている。経済学
はとくに活発で、「経済学原典部会」、「近代経済部会」、「経済史部会」
のほか、「現代資本主義研究会」、「経済政策部会」にわかれていた。そ
して、「経営学部会」、「貿易部会」、「社会学部会」、「語学部会」も設け
られていたのである（『十年の歩み』、36－41頁）。
５．連合学会の解散の理由と教訓
以上のように、連合学会は誕生期においてきわめて輝かしい活動を展
開し、驚異的ともいえるほどの足跡を残してきたと評価することができ
る。さて、ここではもうひとつの資料をみていこう。それは、1999（平
成11）年度の『六大学連合学会学術大会報告』（2000年）に収録されて
いる田中正司稿「連合学会創成期と今日の学問環境――研究における
LebenとNationalitätの役割」である。
この年度の当番校は横浜市大であり、千賀重義、影山摩子弥、南知恵
子、三浦敬と筆者が運営委員であった。最年長であった私が代表者にな
って、経営関係の「企業経営の最前線」をテーマに公開シンポジウムを
行っている。報告は①南知恵子（市大）「営業の革新――情報化と組織
型営業戦略」、②佐々徹（商大）「街づくり事業の展開と商店街組織」③
三戸浩（国大）「株式会社革命論と企業統治論」の３本であり、あわせ
て「連合学会五十周年記念講演」として市大名誉教授の田中の講演が行
われている。
しかし、いまから思うと恥しいかぎりであるが、五十周年記念はまち
がいであり、正しくなかった。田中も講演のなかで指摘しているが、連
合学会の設立は1952（昭和27）年のことであり、五十周年になるのは
1949（昭和24）年に横浜に４つの大学ができたことであった。田中はこ
の年に大学を卒業し、市大の助手になっている。
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田中の講演は、２つの注目すべきポイントを明らかにしている。その
ひとつは、本稿で取りあつかってきた生誕期の四大学連合学会の活動で
あり、もうひとつは連合学会が退潮期に入り、存在理由も空洞化してい
るのではないかという認識を明確に示していることである。とくに後者
には、解散に結びつく論点が含まれているのである。
まずは最初のポイントをみていくことにしよう。すでに明らかにして
きたことと重複するが、四大学連合学会が『原典経済学』などで大きな
成果をあげたことや、研究会・部会活動をきわめて活発に行っていたこ
と、そして全国規模の学会の開催を引き受けたこと、などが述べられて
いる。
この講演のなかで興味深いのは、戦争直後の大学では、学問ができな
かったという戦時中の反動からか、学生の知的欲望はきわめて強く、他
方教授たちは狂信的な軍国主義から解放されて、新しい日本再建に燃え
ており、ムンムンするような熱気にあふれ、講義には緊張感がみなぎっ
ていたことである。
くわえて、横浜では大学昇格にあたって「横浜大学」という名称を使
いたいという思いをめぐって国大と市大との間で、これにさらに神大を
含めてある種のはげしい張り合いというべきものがあり、これも連合学
会設立の契機になっているという（５－６頁）。たしかに、市大の紀要
が開学からの数年間、『横浜市立大学論叢』ではなく、『横浜大学論叢』
になっているのである。
このような大学昇格への動きのなかで、旧制の４つの経済専門学校の
教師間で交流がつくられ、そのためのインフォーマルな場が当時、横浜
の唯一の盛り場、野毛であった。ここで教師たちは“トリンケンする”
ほどに“アカデミック”となり、それが学会の結成につながったといい、
その常連ともいうべきメンバーは、国大の越村、関大の伊坂、神大の宮
川、市大の早瀬と佐藤などであり、これらに関大の富田富士雄と市大の
山田長夫らが加わって発起人になっている。
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そして、学会の設立動機は終戦後の大学昇格による大学創造への意欲
だけでなく、「横浜の地理的特性に伴う対東京対抗・団結意識があった」
（６頁）と述べている。要するに、対東京への意識が強烈に支配してい
たのである。また、『原典経済学』と『原典近代経済学』の執筆者たち
を、全国的にみても当時の錚々たるメンバーと評している。これはまっ
たく妥当な評価であると考えている。
さらに、行政との関係でみると、①飛鳥田一雄が市長になると、横浜
市から補助金をもらえるようになったこと、②長洲一二（国大）が神奈
川県知事になると、県からも同額の補助をしてもらえることになったこ
と、③その返礼として大会を公開シンポジウムにし、市民に自由に聴講
させることになったこと、を明らかにしている（７頁）。
要するに、田中の第１のポイントは、連合学会生誕当時の横浜の大学
人の熱い思いとエネルギーを感じさせるものになっている。それに対し
て、もうひとつのポイントは、半世紀近い歴史をもつ連合学会の「形が
い化」を明らかにしている。連合学会の解散の意味と教訓を考えるとき
に、彼の見解は有益ではないかと思っている。実質的にこの学会が退潮
期に入り、存在理由も空洞化しているとし、その主な理由を述べている。
ひとつは、1970（昭和45）年代以降にはじまった「研究の高度専門化
と国際化に伴って、ローカルな地域での異分野交流より専門研究第一主
義になり、学際的な地域学会の存在理由が自覚されなくなった」（８頁）
ことである。そして、もうひとつは、「そのような動向に照応する大学
感・職業感の変化に伴うもので、労働のモビリティの増大の帰結として、
学生と大学に対する、ましてや「横浜」に対する愛着や責任感が減退し、
希薄化する傾向が強くなった」ことである（８頁）。
最初の論点が、解散に至った直接的な理由であると考える。連合学会
の運営委員だけでなく、多くの人たちが感じていたのは、経済学や経営
学などの社会科学を中心にした学際的な地域をベースとした学会がもは
や求められなくなってきたことである。ある特定の分野をとってみても、
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研究の専門化や分業化が高度に進んできている。
私の専門である広義の経営学の分野では、現在では60を越える学会が
設立され、研究活動を行っている。しかも、それらの学会の多くは地域
部会をもっているのが一般的である。そのなかで、たとえば横浜の会員
は関東部会に所属し、そこで研究交流が行われている。
研究に専念しようと思えば、自分の研究上の関心やテーマをとり扱う
学会に参加するようになるのは当然のことであり、それが現在では複数
の学会になる可能性も多くなっている。その結果として、社会科学を中
心とするとはいえ、学際的な地域ベースの学会は無意味なもののように
なり、それに対するニーズはきわめて低くならざるをえなくなってしま
ったのである。
しかも、この学会の会員資格は、各自が入会の意思を表明してなくて
も、各大学に就職することで得られるものであったので、運営委員や報
告者・司会者・コメンテーターなどに指名されないとか、６年に１度引
きうける大会（公開シンポジウム）を担当しないかぎり、所属している
ことが意識されることがなくなってきたのである。また、運営は大学が
負担する分担金によってまかなわれ、教員自身の経済的負担もなかった
から、当事者意識の欠落というべきものも喪失してきた。
以上のようなことからいえば、連合学会の解散はいつかは来るべき事
態であったと考えている。むしろ解散は不可避であると思いながら、だ
れもがそれをいいだせなかったというのが正直なところであったかもし
れない。
田中のもうひとつのポイントは、横浜の大学人の学生と大学、さらに
は横浜に対する愛着や責任感が減退ないし希薄になったと指摘している
ことである。前出の引用にある“労働のモビリティ”の意味が必ずしも
明示的ではないが、同一大学における長期勤続ではなく、他大学への早
期の移動が多くなり、教員の定着率が低くなったことからすれば、たし
かにそのような愛着とか責任感が教員のなかに生まれてくることはない
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といえるであろう。
「私のようなOBの目から見ると、最近は学生だけでなく教員も横浜
を知らず、知ろうとも思わず、電車でまっすぐ帰ってしまうので、横浜
に対する愛着など育ちようもないのも当然かと存じます」（８頁）とい
い、このような状況のなかで連合学会の空洞化は自然の成り行きである
としている。
地域ベースの学会には、いうまでもないことだが、地域への愛着が前
提になければならない。それが減退し、希薄化しているとすれば、この
連合学会の解散は当然の帰結であったのかもしれない。
私自身、約８年間勤務した前職から横浜市大に移ったのは1979年のこ
とであり、自分の研究をつくることや専門分野の学会活動に忙殺され、
横浜の地に根をおろした活動や研究をスタートできたのは1980年代の後
半以降のことであった。しかし、それによって、横浜への愛着がつくり
だされてきたように思われるし、それが定年まで勤務する動機づけにも
なった。
私の場合、40歳代後半以降、横浜市や神奈川県のかなり多くの委員会
（行政委員を含む）に関与し、それとともに、学生とともに自分の住ん
でいる地域のかかえている多様な問題を認識するだけでなく、その解決
策づくりに悩まざるをえなかった。これにより、大学のなかだけでは得
られなかった生まの問題に直面し、判断することを迫られた。
このようなむずかしいなかでの意思決定の経験が、連合学会との関連
でいえば、しのびがたいが、もうこれ以上継続させることはむずかしく、
解散もいたしかたないとの判断を可能にさせたと思っている。
市大の法人化にあたって、私は少しだけ国際都市学系の前身ともいう
べきヨコハマ起業戦略コースの構想づくりにかかわった。企業の経営学
者であるが、きびしい状況におかれている地域の問題を解決する「経営」
というものにも関心がすでに拡大していたのである。そして、横浜とい
うローカルな地域の問題を検討し、改善策を考えだすことは、グローバ
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ルなものにもつながっていることを感じていた。もっとも、地域の問題
をとり扱うこのコースづくりに、学内が一致して賛同していたとは思え
なかったのも正直なところであった。
ところで、田中は講演の最後で、テーマにある「今日の学問環境」に
ついて述べている。そして、サブタイトルの「研究におけるLebenと
Nationaltätの役割」は、まさにこの部分にかかわっており、内容的には
純粋戦後世代の大学人（横浜を含む）への教訓を示している。
自分で状況を判断して即座に行動しなければ生き残れなかった戦前の
世代とちがって、戦後世代には本当の意味でのLeben（生活とか、生き
ること）がないという。Lebenとは自分で判断し、その結果に責任をも
つことであり、「生活の場の自覚がないというのは、自分の属する組織
や地域、国家の中にあって、良かれ悪しかれその一員として生きている
ことの自覚が少ない」（10頁）ことであり、かくして地域や社会が成長
の場でなくなり、個人自身も自分のLebenを生きることが少なくなって
しまったと述べている。
さらに、「自分の主体的なレーベン＝実践と、自分の属する組織や地
域、さらには国家の現実問題との格闘・対決があって、私たち自身の学
問や研究もはじめてより普遍的なものへ昇華されていく」（11頁）とい
い、一人ひとりの生活＝レーベンと地域や国家（ネイション）を強調す
ることが、グローバルの視点を否定するナショナリズムを鼓吹しようと
しているものでは決してないことを力説している。そして、すぐれて独
創的な思想や研究が、その時代の現実の問題との格闘・対決のなかから
生まれることが多いとしている。
私は、田中のこの主張に教訓を見いだしたい。現在は「グローバル化
の時代」である。しかし、他方で大都市圏をのぞけば、国内の各地域が
衰退の状況にあることに思いをいたせば、この主張に従わなければなら
ないことは明らかである。連合学会は解散し、一時期輝きをみせた横浜
における大学間提携は消滅してしまったが、この教訓をよりどころに新
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たな動きを模索し、実践しなければならない。
６．おわりに
本来ならば、もう少し早い時期に書くべきであったが、遅くなってし
まったかもしれない。しかし、２．の解散の経過だけをしるすのでは責
任を果たすことができないのは明らかであった。『十年の歩み』を見つ
けることができたので、とりあえず、ここまで書くに至った。
横浜市立大学が生誕と解散の“いいだしっぺ”になった連合学会につ
いては、本稿につづいて、なお書くべきことがあると思っている。その
ためにも資料を収集しなければならない。『関東学院大学経済学部三十
年史』を使って、筆者は別に「関東学院大学経済学部における「経営学」
の系譜」（『経営学史学会大会予稿集』（2014年））を書いたが、ここには
連合学会のことが示されており、３．と４．で引用したとおりである。
また、私も執筆した『横浜市立大学六十年史』（1991年）をみると、
本稿の対象となった「草創期」を『原典経済学』にかかわった、いまは
亡き古沢友吉、1970年代以降の「発展期」を長尾演雄（市大名誉教授、
社会学）が執筆している（367－369頁）。しかし、記述は少なく、主な
特徴だけが示されている。したがって、さらに収集して続編を書かなけ
ればならないと思っている。
（2014年3月20日）
（付記）：黒川洋行関東学院大学教授、影山摩子弥本学教授から資料の提供を受
けたことに感謝申し上げたい。また、千賀重義本学名誉教授から精神
的なサポートをうけている。
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